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　今月も「科学技術動向」をお届けします。
　科学技術動向研究センターは、約 2000 名の産学官から成る科学技術人
材のネットワークを持ち、科学技術政策において重要な情報あるいは意
見の収集を行い、また科学技術予測に関する活動も続けております。
　月刊「科学技術動向」は、科学技術動向研究センターの情報発信手段
の一つとして、2001 年4月以来、毎月、編集・発行を行っています。意
識レベルの高い科学技術関係者の方々、すなわち、科学技術全般に関し
て広く興味を示し、また科学技術政策にも関心をお持ちの方々に読んで
いただけるものを目指しております。「トピックス」では最近の科学技術
および政策から注目される話題をとりあげ、また、「レポート」では各国
の動向や今後の方向性などを加えてさらに詳しく論じています。これら
は、科学技術動向研究センターの多くの分野のスタッフが学際的な討議
を重ねた上で執筆しています。「レポート」については、季刊の英語版の
形で海外への情報発信も行っています。
　今後とも、科学技術動向研究センターの活動に有効なご意見を読者の
皆様からお寄せいただけることを期待しております。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　文部科学省科学技術政策研究所
　　　　　　　　　　　　　　科学技術動向研究センター　センター長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奥和田　久美
【連絡先】〒１００－００１３　
　　　　  東京都千代田区霞が関３－２－２ 中央合同庁舎第７号館東館１６Ｆ
【電　話】０３－３５８１－０６０５【FAX】０３－３５０３－３９９６
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　このレポートについてのご意見、お問い合わせは、下記のメールアドレスまたは電話
番号までお願いいたします。
　なお、科学技術動向のバックナンバーは、下記のURLにアクセスいただき「科学技術
動向・月報一覧」でご覧いただけます。
2010
No.11712
科学技術11月号扉.indd   1 2010/12/09   12:58:29
科 学 技 術 動 向　2010 年 12 月号

本文は p.8 へ
科学技術動向
概　要
自動車排出ガス触媒の現状と将来
　排気ガス規制の強化、低公害自動車の進歩、代替燃料の開発など、自動車排出ガス触
媒を取りまく状況は大きな転機を迎えている。一方、自動車排出ガス触媒における活性
物質が、白金・パラジウム・ロジウムなどの白金族貴金属に限定されている状況は、半
世紀近く変革されていない。これらの貴金属は、産出量が上位 3 か国で世界の産出量の
9 割を超える所謂「レアメタル」であり、鉱物資源の極端な偏在性のため、資源産出国
の政治情勢による原料供給の制限など、安定確保上のリスクを抱えている。今後予想さ
れる原料供給の不安定化を前提とした貴金属使用量の大幅削減と触媒特性の向上、特に
SOx など触媒毒に対する耐性および過熱による熱劣化の抑制を両立する新材料の開発が
喫緊の課題である。また、全く貴金属を使用しない貴金属フリー触媒の実現も期待され
ている。
　従来の自動車排出ガス触媒開発研究においては、材料同定や反応機構解析の難易度が
高く、また、大学や国立研究所に代表されるアカデミックコミュニティによる表面科学
的研究と、自動車メーカーに代表される産業界による実用材料開発との間の連携が限定
的であるという問題もあった。産業界とアカデミックコミュニティは、今後のさらに大
きなブレイクスルーに向けて、原子分解能走査型電子顕微鏡や放射光電子分光などの先
進ナノ計測ツールを最大限に活用し、基礎・実用両面からのアプローチを協働推進して
ゆく必要がある。
科学技術動向研究センターにて作成
触媒活性点の模式図
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概　要
リチウム資源の供給と自動車用需要の動向
　ハイブリッド自動車（HV）・プラグインハイブリッド自動車（PHV）・電気自動車（EV）
の導入が、環境政策の後押しもあり、世界的に急拡大しつつある。特に PHVや EVを普
及させることによる CO2 削減効果は大きい。これらの自動車には高性能な二次電池の搭
載が必須であり、2030 年頃まではリチウムイオン電池の需要が急激に増大すると予想さ
れている。また、その後に登場すると期待されている革新的蓄電池の候補においても、
多量の金属リチウムが必須と考えられている。現在の全世界の自動車保有台数の半数を
リチウムイオン二次電池搭載車に置き換えると仮定すると、自動車用の需要だけでも、
世界の推定埋蔵量に近いレベルの金属リチウムが必要という試算結果になる。
　採掘効率が高いリチウム資源としては塩湖のかん水資源と鉱物資源があり、かん水資
源はチリ・ボリビア・中国・アルゼンチンなど、鉱物資源は米国・コンゴ・ロシアなど
の限られた大陸地域に偏在している。リチウム資源量はレアメタルのなかでは比較的豊
富であるが、偏在による供給不安、資源産出国の資源政策や輸出制限、それらによる価
格の高騰が懸念されており、今後の自動車需要による急激な需要増加により、リチウム
資源争奪戦が激化する可能性がある。日本は現在、世界最大の輸入国であるが、リチウ
ム粗原料の輸入は少数の資源産出国に過度に依存しており、今後は資源確保の分散化が
不可欠である。
　リチウム粗原料としては、かん水から化学的に安定な炭酸リチウムを生産するプロセ
スが主流である。生産までに約 1 年の期間が費やされており、二次電池用材料の需要状
況に柔軟に対応してリチウム粗原料を供給するためには、製造プロセス期間の大幅な短
縮が求められる。また、海水中にも微量ではあるが大量の金属リチウムが存在し、長期
的視点では、採算がとれるコストでの海水からの金属リチウム回収技術の研究開発が必
要と考えられる。また、リチウムフリーの二次電池の研究開発にも注目していく必要が
あるだろう。
科学技術動向研究センターにて作成
全世界の自動車にリチウムイオン二次電池を搭載した場合に必要な金属リチウムの量
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トピックス1　腎機能を指標とする脳卒中ハイリスク者の特定
米国カリフォルニア大学の研究チームは、腎機能評価の標準的指標である推定糸球体濾過量（eGFR）
と脳卒中との関係を明らかにし、腎機能の低下は脳卒中につながるとして、2010年 10月、British 
Medical Journalに発表した。研究チームは、医学文献データベースの中から 21の医学研究論文を選び
メタ分析した結果、人種・性別などの背景にかかわらず、eGFRが 60ml/min/1.73m2未満の人々は一貫し
て脳卒中リスクが上昇することを明らかにした。本研究は分析上の制約があったものの、eGFRは脳卒中
のハイリスク者を特定する有力なバイオマーカーになる可能性を示しており、今後の疫学調査に生かされ
るとともに、健診などに用いられる可能性がある。
脳梗塞・脳出血・クモ膜下出血に代表される脳血管
障害は、世界の保健医療対策において重要な疾病の
ひとつであり、日本では死因の第 3 位を占めている1）。
このうち、急激に発症する脳血管障害は脳卒中と呼ば
れている。米国カリフォルニア大学の研究チームは、
脳卒中と推定糸球体濾過量（以下、eGFR）の関係を明
らかにし、腎機能の低下は脳卒中につながるという結
論を、2010 年 10 月、British Medical Journal に発表
した 2）。
eGFR は、血清クレアチニン値・年齢・性別から算
出される、腎機能評価の標準的指標になっている（注）。
eGFR が 60ml/min/1.73m2 未満の低値は、心血管疾
患の発症やそれによる死亡に関係することが既に報告
されている 3）。この度、上記の研究チームは、脳卒中
についてもeGFR が関係することを過去の医学研究論
文のメタ分析で明らかにした。
研究チームは、米国立医学図書館が提供する
PubMed と、Elsevier B.V. が提供するEmbaseという
医学文献データベ スーを用いた。1966 年～ 2009 年 10
月に PubMed に掲載された 1,504 研究論文と、1947
年～ 2009 年 10 月に Embase に掲載された 250 研究
論文の中から、分析対象となる 21 研究論文を選出し
た。それらの研究論文は、時間の経過とともにデータ
を集める前向きコホ トー調査および臨床試験の結果に
基づくものであり、計 28 万 4,672 人を対象としている。
調査・試験期間は 3.2 ～ 15 年であり、その期間に脳
卒中は 7,863 件発生していた。
研究チームが 21 研究論文を分析したところ、脳卒
中のリスクは eGFR が 60ml/min/1.73m2 未満の場合
で有意に高いことが明らかになった。一方、60 ～
90ml/min/1.73m2 の場合には、同疾患のリスク上昇は
認められなかった。
さらに研究グル プーは、患者の人種・性別・数、調
査・試験の期間、冒頭で述べた脳卒中のタイプなどで
層別化し分析を進めた。その結果、eGFR が 60ml/
min/1.73m2 未満の患者では一貫して脳卒中リスクの上
昇が認められた。さらに 40 ～ 60ml/min/1.73m2 と
40ml/min/1.73m2 未満に細分化して解析を行ったとこ
ろ、eGFR が低いほど脳卒中リスクは高かった。また、
eGFR が 60ml/min/1.73m2 未満では、アジア人は非
アジア人に比べてリスクの上昇が大きいことも明らかに
なった。以上のことから、研究チームは、eGFR が
60ml/min/1.73m2 未満であることを指標に、脳卒中
ハイリスク者の特定が可能であると考えている。
本研究は、過去に発表された研究論文のメタ分析に
基づいている。研究チームは、研究論文を選出する際
のバイアスや、選出された研究論文における調査・試
験内容の不均一性が原因で、分析には限界があったと
も述べている。しかしながら、本研究成果は eGFR
が脳卒中ハイリスク者を特定する有力なバイオマーカ
とーなり得ることを示しており、今後の疫学調査に生か
されるとともに、健診などに用いられる可能性がある。
注：腎臓の基本的な機能は血液を糸球体で濾過すること
であり、その濾液の量である糸球体濾過量は 1分間当た
り約100ml（100ml/min）が正常値とされる。医療現場
では、糸球体濾過量を推算したeGFRが利用されており、
成人の標準体格（体表面積 1.73m2）で換算される。
参　考
1）　厚生労働省：平成 21年人口動態統計の年間推計
2）　Lee M et al., British Medical Journal 341, doi:10.1136/bmj.c4249
3）　Chronic Kidney Disease Prognosis Consortium, Lancet 375, 2073-2081 （2010）
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トピックス2　フォトニック結晶を利用した低消費エネルギーの光素子
日本電信電話（株）の研究グループは、フォトニック結晶を用いて小さな体積に光を閉じ込める技術を利
用して、従来より大幅に消費エネルギーが小さい光スイッチとレーザを開発し、その動作確認に成功した。
これらの光素子は半導体チップ上の積載にも適したものとなっており、チップ内やチップ間などの通信に
用いることで通信エネルギーの大幅な削減が期待できる。
日本電信電話（株）の研究グル プーは、従来より大幅
に消費エネルギーを削減できる光スイッチとレーザを開
発したと発表した 1、2）。光通信は高速であるものの消
費エネルギーが大きいため、その利用は比較的長距離
の通信に限られている。しかし、レーザや光スイッチ
などの光素子の消費エネルギーが大幅に小さくなれ
ば、半導体チップ内やチップ間などの光通信に用いる
ことができ、従来の電気的な通信よりも消費電力が低
減されると期待されていた 3）。
光を物質内の一部分に閉じ込めると、その内部で光
と物質が強く相互作用し、光素子として機能するように
なる。光を閉じ込める部分はキャビティと呼ばれる。キ
ャビティを小さくするとキャビティ内での光の密度が高く
なり、効率的に光素子を動作させることができる。今
回の研究成果はいずれも、小さなキャビティ内に光を閉
じ込めることで大幅な低消費エネルギー化を達成した。
研究グル プーはキャビティの形成に、化合物半導体
の平板に周期的に円形の穴を開けた平面的なフォトニ
ック結晶を利用した。平板のままでは光は面内方向に
伝わるが、これに周期的な穴を開けると光が伝わらな
くなる。また、これに直線的に穴のない部分を設けると、
逆にその部分は光が伝わる導波路になる。
光スイッチは、穴間隔が約 0.2μmの InGaAsP 平
板のフォトニック結晶に 2 本の導波路とその間にキャビ
ティを配置した構造である（図表 a）。2つの穴の間隔
を他の部分より0.17μm広げた部分がキャビティで、
入力導波路から導かれた光は一旦キャビティに閉じ込
められたのち、出力導波路をとおって出力される。
InGaAsPは強い光を当てると屈折率が大きく変化する
ため、強い制御光を入力すると、キャビティを通過で
きる光の波長が変化する。これを利用して光の透過を
オン・オフする。屈折率変化が大きいInGaAsPに小
さなキャビティを形成した結果、従来より2 桁小さい、
1ビット当たり1×10－15 J以下のエネルギーでのスイッ
チ動作を達成した。
一方、 レーザは InP の導 波 路中に InGaAs/
InGaAsP 量子井戸のレーザ媒体を埋め込む構造であ
る（図表 b）。媒体と導波路との屈折率の差により自動
的に媒体周辺にキャビティができ、このキャビティの体
積は従来の半導体レーザの1/100 程度である。光励
起の実験で、1ビットの発生のために必要なエネルギ
ーはこれまでの最も効率の良い半導体レーザより1桁
小さい13×10－15 J であった。この研究は電流駆動の
レーザの開発が次のステップであると考えられる。
これらの光素子はサイズも小さく、半導体チップ上
の積載にも適したものとなっている。
参　考
1）　K. Nozaki et al., “Sub-femtojoule all-optical switching using a photonic-crystal nanocavity”, Nature Photon., Vol. 4, 
477 （2010）
2）　S. Matsuo et al., “High-speed ultracompact buried heterostructure photonic-crystal laser with 13 fJ of energy 
consumed per bit transmitted”, Nature Photon., Vol. 4, 648 （2010）
3）　竹内寛爾、「光インターコネクション技術動向」、科学技術動向 2006年１月号、No. 58、p.9
図表　フォトニック結晶を用いた光素子の模式図〔（a）光ス
イッチ、（b）レーザ。矢印は光の進行を示す。〕
参考文献1、2）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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トピックス3　バイオポリマ とー酵素の化学反応で動作するマイクロマシン
米国ジョンホプキンス大学の研究グループは、酵素反応を利用して物をつかむ動作ができる、ヒトデ状
のマイクロマシンを作製した。指の関節にあたる部分に、2種類のバイオポリマーを用い、酵素の接触に
より化学結合を切断することで内部応力が緩和し、指のように曲がる。このマイクロマシンの直径は約 1 
mmで、6本の指の一端を束ねた構造をしており、電気配線無しで、物をつかんで離すという一連の動作
を実現した。研究グループは、生体物質の捕獲と解放のデモンストレーションも行い、生体内での遠隔マ
ニピュレーション実現の可能性を示した。
半導体微細加工技術を利用して作製されるマイクロ
マシンは、集積型電子デバイスのほか、近年、人工筋
肉や発電デバイス等への応用研究が活発化している。
しかし、これまでのマイクロマシンの多くは、電気信号
の入力により作動するもので、電気配線が必要であり、
遠隔操作は困難であった。
米国ジョンホプキンス大学の研究グループは、酵素
反応を利用して物をつかむ動作が単独でできる、直径
約1mmのヒトデ状のマイクロマシンを作製した 1）。物
をつかむ指の関節にあたる部分に、柔軟性のあるバイ
オポリマーを用い、特定の酵素を接触させて化学結合
を切断することで内部応力を緩和させ、指のように曲
げることができる。6 本の指の一端を束ねた構造を作
製し、バイオポリマ とー酵素の組み合わせを選択する
ことで、電気配線無しで物をつかみ離す一連の動作を
実現した（図表 1）。
このマイクロマシンは、シリコン基板上にウェハ プー
ロセスを用いて作製される。基体は、生化学耐性を有
するクロムと金、および外部からの遠隔操作に利用す
る磁性体のニッケルの膜でできている。関節部分には、
コラーゲン誘導体のゼラチンと、セルロ スー誘導体の
カルボキシメチルセルロ スー（CMC）の2 種類のバイオ
ポリマーを用いている。例えばゼラチンはプロテアー ゼ
酵素でのみ分解し、一方のCMCは非哺乳類の酵素
でのみ分解するため、選択的な動作が可能である。
基体上に、ゼラチンとCMCをストライプ状に配し、プ
ロテアーゼ酵素を接触させることで、ゼラチンのみが
分解し第 1の関節が内側に曲がり“つかむ”状態とな
る。次に、非哺乳類酵素を加えるとCMCが分解し、
第 2の関節が外側に曲がり“離す”状態となる。
今回作製されたマイクロマシンの直径は、初期の開
状態で約1.1mm、閉状態で約 0.6mmであり、3イン
チウェハ 上ーに約1600 個のマイクロマシンを同時に作
製できる。研究グル プーは、作製したマイクロマシンで、
生体物質の捕獲と解放のデモンストレーションも行い、
生体内での遠隔マニピュレーション実現の可能性を示
した（図表 2）。
参　考
1）　N. Bassik, A. Brafman, A. M. Zarafshar, M. Jamal, D. Luvsanjav, F. M. Selaru, and D. H. Gracias, “Enzymatically 
Triggered Actuation of Miniaturized Tools”, J. Am. Chem. Soc., 132, 16314 （2010）
図表 1　今回報告されたマイクロマシンの構造と動作
参考文献1）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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図表 2　今回報告されたデモンストレーションの一例
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トピックス4　深層崩壊の推定頻度を示した全国マップ
国土交通省と（独）土木研究所は、山崩れなどの斜面崩壊のうち、降雨や融雪を原因とした深層崩壊の
推定頻度を示した全国マップを作成し、2010年 8月11日に発表した。深層崩壊は、すべり面が表層崩
壊よりも深部で発生し、表土層だけではなく深層の岩盤までもが一緒に崩れ落ちる現象で、発生頻度は
低いが甚大な災害を引き起こす。深層崩壊発生の要因は複雑で、発生予測が極めて困難とされてきた。
両機関は、1868年以降に発生した 122事例を調査し、深層崩壊は山岳の隆起量が大きく、特定の地質
の地域に多く発生していることを明らかにした。今回のマップは、この調査を基に発生頻度を 4段階に
分けて推定し図化しており、九州・四国の南部地方や長野県付近の本州中央部などで相対的に発生頻度
が高いとしている。今後、このマップで頻度が高いと推定された地域を中心に詳細な調査を進め、危険
度の評価を実施する。
国土交通省と（独）土木研究所は、山崩れなどの斜面
崩壊のうち、降雨や融雪を原因とした深層崩壊の推定
頻度を示した全国マップを作成し、2010 年 8月11日
に発表した。
頻繁に起こる表層崩壊は、厚さ0.5m～2.0m程度の
表層土が、表土層と基盤層の境界に沿って滑落する現
象である。これに対して深層崩壊は、すべり面が表層
崩壊よりも深部で発生し、表土層だけでなく深層の岩
盤までも一緒に崩れ落ちる現象である。深層崩壊の発
生頻度は表層崩壊より低いが、一度発生すると大規模
な土砂崩壊となり、下流集落に多大な犠牲者や家屋の
倒壊等を発生させたり、河川を閉塞して水害を誘発する
など、甚大な災害を引き起こしている。深層崩壊発生の
要因は複雑で、発生予測が極めて困難とされてきた。
両機関が 1868 年以降に発生した崩壊土砂量10万
m3 以上の122 事例を調査したところ、第四紀（約 200
万年前から現在）の山岳の隆起が大きく、さらに、付
加体と呼ばれる海洋プレ トーが沈み込む際にその上の
堆積物等が海溝付近で大陸の縁に付加してできた複雑
な地層などが存在する地域に多く発生していることが
分かり、深層崩壊の発生頻度に関する研究が進んだ。
今回の全国マップは、全国的な深層崩壊の発生頻
度状況を俯瞰するための第一段階の試みとして、山岳
の隆起量、地質情報や過去の深層崩壊発生実績を基
に、発生頻度を4 段階に分けて推定し、図化している。
このマップによると、九州・四国の南部地方や長野県
付近の本州中央部などで、相対的に発生頻度が高いと
推定される。
しかし、今回のマップは、簡易な調査により深層崩
壊の相対的な発生頻度を推定したもので、市町村単位
等の細かい単位で表示できる精度を有していない。両
機関は、今後 3 年程度を目途に、頻度が高いと推定
された地域を中心に、（独）土木研究所が 2008 年に開発
した「深層崩壊の発生の恐れのある渓流抽出マニュアル
（案）」に沿って、渓流レベルの危険度の評価を実施する
計画である。このマニュアル案は、深層崩壊実績資料、
縮尺 1～2万分の1の空中写真、50mメッシュの数値
地図や20万分の1の地質図などの詳細な情報を用いて、
①深層崩壊の実績や跡地の有無の状況、②深層崩壊
発生の前兆として地表に現れる岩盤クリー プや二重山稜
などの微地形要素と断層の状況、③渓流の斜面傾斜度
と集水面積の状況という3つの指標により、深層崩壊
発生の危険度を評価する手法が示されている。
今後の調査において、危険と判断された箇所について
は、天然ダム形成の可能性の検討や関係自治体の避難
対策の検討が行われる方針が両機関より示されている。
参　考
1）　国土交通省プレスリリース：http://www.mlit.go.jp/report/press/river03_hh_000252.html
2）　国土交通省ホームページ「深層崩壊」：http://www.mlit.go.jp/river/sabo/deep_landslide.html
3）　深層崩壊の発生の恐れのある渓流抽出マニュアル（案）： 
http://www.pwri.go.jp/team/volcano/deep_seated_landslides/manual_20081113_ver_1.pdf
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図表 1　表層崩壊と深層崩壊
の比較2）
図表 1は出典参考文献 2）、図表 2は参考文献1）を
基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 2　深層崩壊の推定頻度
全国マップの抜粋
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1   はじめに
科学技術動向研究
自動車排出ガス触媒の現状と将来
阿部　英樹
客員研究官
　21 世紀の 10 年が経過した現在、
自動車エンジンから排出される毒
性排気ガスを清浄化する「自動車排
出ガス触媒」を取りまく状況は大き
な転機を迎えている。地球温暖化
や環境ホルモンなどの問題が、首
脳レベルが出席する大型国際会議
の主要議題として扱われる。同時
多発テロとそれに続くイラク戦争
以来、米国をはじめとする先進諸
国は競うように、化石エネルギー
への依存度低減を謳った政策を掲
げる。このような地球温暖化防止・
化石燃料使用量削減という潮流に
後押しされる形で、ハイブリッド
自動車に代表される低公害・高燃
費自動車や、バイオ燃料によって
駆動される代替燃料自動車など、
多様な自動車技術の開発が進めら
れている。その一方で、中国やイ
ンドをはじめとする新興国の経済
成長に伴う従来型化石燃料自動車
の需要は止まるところがなく、今
後 20 年の間、化石燃料需要は単調
に増加し続けるものと予測されて
いる 1）。今後の自動車排出ガス触
媒には、新興国の需要を満たす量
産性と、先進諸国の要求に応える
機能性 2）が同時に求められること
になる。
　1970 年に米国 Ford 社によって
はじめて市場に送り出されて以来、
自動車排出ガス触媒は、絶え間な
い改善改良の結果、最も高い信頼
性と安定性を備えた自動車部材の
一つにまで成長した。しかし、実
用触媒の触媒活性物質として利用
できる材料が唯一、白金族貴金属
元素に限定されるという状況には、
半世紀近くの間、変革がもたらさ
れていない。今後予想される貴金
属資源の枯渇や資源保有国による
輸出制限に伴う原料価格の高騰を
前提とし、貴金属使用量の大幅削
減を可能にする新しい材料と技術
の開発が急務である。本レポート
では、自動車排出ガス触媒に関す
る研究開発の現状と問題点を分析
し、貴金属使用量の削減を可能に
する次世代触媒技術への方向性を
検討する。
2   自動車排出ガス触媒の背景
　自動車エンジンから排出される
毒性気体を清浄化する働きを持つ
固体触媒を総称して、「自動車排出
ガス触媒」と呼ぶ。自動車排出ガス
触媒は、毒性気体を清浄化する一
連の化学反応を、通常、常圧下に
おいて、300 から 600 ℃までの温
度範囲で促進する。自動車排出ガ
ス触媒は、数万時間にわたる酸化
還元サイクルと機械振動に耐えな
がら、秒単位で組成変動してゆく
排気ガスを処理し続ける。通常の
化学合成に使用される触媒が、温
度・圧力・反応物質濃度が管理さ
れた定常条件下で機能することを
考えれば、自動車排出ガス触媒に
課せられた要求の厳しさを理解す
ることができる。自動車排出ガス
触媒は、燃料中不純物や潤滑油由
来の腐食性ガスに常時曝されるだ
けではなく、自動車の走行条件次
第では、1000 ℃もの高温気体に曝
される場合がある。しかも、他の
自動車部材とは異なり、自動車が
始動してから停止する数年から 10
数年の間、メンテナンスフリーで
機能しなくてはならないため、高
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度な安定性と信頼性が必要とされ
る。
2─1
自動車排出ガス中の
毒性化学種
　自動車排出ガスには、主要毒性
化学種（濃度 >100 ppm）として、一
酸化炭素（carbon monoxide： CO）、
酸化窒素（nitrogen oxides： NOx）、
炭 化 水 素（hydrocarbons： HC）が
含まれる。上記の主要毒性気体化
学種に加え、自動車排出ガスには、
毒性固体化学種である粉塵（soot 
particles：SP）が含まれる（図表 1）。
一方、毒性微量化学種（濃度 <100 
ppm）としては、酸化イオウ（sulfur 
oxides：SOx）お よ び 酸 化 リ ン
（phosphor oxides： POx）が含まれ
る。毒性微量化学種は、排気ガス
中濃度が低いため、大気によって
希釈された場合には顕著な生理・
環境毒性を示さないものの、触媒
表面に吸着して活性を低下させる
「触媒毒」として働く（2─4 節参照）。
　低公害自動車から排出される排
気ガスは、ガソリン自動車やディー
ゼル自動車の排気ガスと組成は異
なるが、含有する主要毒性化学種
の種類に変わりはない。従来のガ
ソリンエンジンと電気モーターを
組み合わせたハイブリッドエンジ
ンは、電気モーター駆動時には排
気ガスを発生しないため、巡航走
行中の排気ガス総量を抑えること
ができる。しかし、坂道走行など
の高負荷状況においては、ガソリ
ンエンジンと電気モーターの切り
替えを頻繁に行う結果、スタンバ
イ 状 態 か ら の 立 ち 上 が り（cold 
start）に伴って、従来型のガソリン
エンジンより高濃度の CO および
HC が排出される 3）。
　今後の自動車燃料としては、生
体廃棄物（Biomass）を生化学的に
分解および変性して得られるバイ
オ燃料（Biofuels）に代表される代替
燃料の使用量増加が見込まれる。
ガソリン自動車向けの代替燃料と
してバイオエタノールが、ディー
ゼル自動車向けの代替燃料として
バイオディーゼル油が開発されて
いる。バイオエタノールを使用し
たガソリンエンジンからは、従来
のガソリンエンジンと同等の濃度
の CO、HC および NOx が排出さ
れる他、アセトアルデヒドに代表
される弱毒性アルコール酸化物が
排出される。バイオディーゼルエ
ンジンからは、従来型のディーゼ
ルエンジンよりも高濃度の NOx が
放出される 4）。
　自動車排出ガス中の毒性化学種
に関する法規制は、過去数十年の
間、世界各国において段階的に強
化されている 2）。各国の規制内容
には若干の相違は見られるものの、
いずれも、規制項目に CO、NOx
および HC が含まれている。日本
やヨーロッパの都市部においては
さらに、各自治体によって、PM
に対する規制が施行されている。
次第に厳しさを増す法規制に対応
して、自動車排出ガス触媒は進化
を遂げて来た。
2─2
排出ガス清浄化反応
　図表 1 に示した主要毒性化学種
それぞれに対する清浄化反応は以
下の通りである。
CO 酸化反応
　CO+1/2 O2 →　CO2（1）
HC 酸化反応
　CyHz+（y+z/4）O2 
　　　→　y CO2+z/2 H2O（2）
NOx 還元反応
　NOx →　1/2 N2+x/2 O2（3）
反応（1）および（2）は発熱を伴う一
種の燃焼反応であり、容易に順方
向へ進む。反応（3）は熱力学的に不
利な反応であり、順方向反応が進
みにくい。実際の NOx 還元反応は、
（1）、（2）および（3）の混合反応に
従って進行する。
NOx+αCO+βCyHz →
1/2 N2+βz/2　H2O+γCO2（4）
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a）International Agency for Research on Cancer, List of classification updated 
on 5/27/2010　b）環境省H9.2.4 告示　c）環境省 S48.5.8 告示　d）環境省
S53.7.11 告示　e）環境省H21.9.9 告示
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　CO や CyHz が還元剤として働く
結果、（4）においては容易に順方向
反応が進む。
　自動車の走行時には、酸化反応
すなわち（1）および（2）が有利とな
る酸素過剰条件（リーンバーン条
件）と、還元反応すなわち（3）およ
び（4）が有利となる燃料過剰条件
（リッチバーン条件）が、走行条件
に呼応して、交互に繰り返し出現
する。一方、自動車触媒は、リー
ンバーン条件とリッチバーン条件
が入れ替わる狭い組成領域におい
てのみ、最高性能を発揮すること
ができる（図表 2）。したがって、
自動車排出ガス触媒が現在達成し
ている高度な排出ガス清浄化特性
は、排出ガス組成をリアルタイム
にフィードバックして空燃比を制
御し、最適組成の排出ガスを自動
車排出ガス触媒へ送り込む電子燃
焼制御装置の進歩に負うところが
大きい 6）。
　NOx の清浄化に関しては、（3）ま
たは（4）とは別に、アンモニアや尿
素などの窒素系還元剤を外部から
反応系に添加する反応が知られて
いる。
NOx + 2x/3 NH3 →
（1/2+x/3）　N2 + x H2 O（5）
　窒素系還元剤は、酸素の共存下
においても選択的に NOx を還元で
きる（Selective Catalytic Reduction：
SCR）という利点を持つ。しかし、
専用の貯留槽を必要とするため、
小型車への適応が難しく、大型
ディーゼル機関に限定される。
　PM に対して有効な清浄化反応
および触媒材料は、現時点では実
用化されていない。PM は、排気
ガス中から、粉塵フィルタによっ
て物理的に除去されている。ディー
ゼル機関排出ガス清浄化技術およ
び PM 清浄化技術に関する論説は、
参考文献 2）および 7）に譲る。
　なお、次節に詳述する通り、自
動車排出ガス触媒は、酸化物担持
体表面に貴金属ナノ粒子を分散・
担持させた形態を持つ。貴金属ナ
ノ粒子は多くの生理反応に触媒活
性を示すため、担持体ごと劣化し
崩落した貴金属系触媒材料が排出
ガスと共に人体に吸収された場合
には、PM と同様の疾病を引き起
こす可能性が懸念されている。
2─3
自動車排出ガス触媒の 
材料と形態
　自動車排出ガス触媒は、比表面
積の大きい（通常＞ 100 m2/g）微粒
子状または多孔質状の担持体表面
に、遷移金属ナノ粒子または遷移
金属イオンを活性中心として分散・
担持させたナノコンポジットの形
態を持つ（図表 3）。自動車排出ガ
ス触媒材料の主流は、白金（Pt）・
パラジウム（Pd）・ロジウム（Rh）な
ど の 白 金 族 貴 金 属 を、 シ リ カ
（SiO2）、アルミナ（Al2O3）ならびに
セリア（CeO2）を主成分とする耐熱
性酸化物担持体表面に触媒活性点
として分散したもので、三元触媒
（Three ― way catalysts：TWC）と
呼ばれている。酸化物担持体とし
ては、上記の材料の他、コーディ
ライト（2MgO ･ 2Al2O3 ･ 5SiO2）を
はじめとする耐熱性アルミノシリ
ケートも利用される。
2─4
材料に対する技術的課題
　自動車排出ガス触媒の材料には、
長期使用時における安定性と信頼
図表 2　ガソリン自動車触媒の清浄化効率と空燃比の関係
参考文献6）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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図表 3　自動車排出ガス触媒の電子顕微鏡像
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性を確保するため、第 1 に、高度
な耐熱特性が求められる。自動車
排出ガス清浄化触媒の触媒活性点
は、常温常圧下においては、担持
材料表面に高分散された状態にあ
る（図表 4a）。しかし、触媒が機能
する 300 ℃以上の温度領域におい
ては、触媒活性点が凝集・融合し
て有効表面積が低下してしまうた
め、触媒全体の機能が時間と共に
劣化してゆく。実際の自動車排出
ガス触媒においては、通常、大過
剰の触媒活性点を担持体表面に分
散・担持させることによって活性
点凝集に伴う機能劣化を補おうと
するため、必要以上の貴金属が消
費される結果となっている。
　自動車排出ガス触媒に課せられ
る第 2 の課題は、SOx に代表され
る「触媒毒」に対する耐性の向上で
ある。自動車排出ガス触媒の活性
点である金属ナノ粒子の表面は、
目的反応化学種以外の化学種に対
しても強い親和性を示す場合があ
る。特にパラジウム（Pd）表面は、
二酸化硫黄（SO2）を強く化学吸着
する。排出ガス中に SO2 が混在し
た場合、触媒表面に安定な SO2 吸
着層が形成され、他の化学種の表
面吸着を阻害する結果、目的とす
る排出ガス清浄化反応が強く抑制
されてしまう（blocking layer; 図表
4b）。これを、触媒被毒と呼んでい
る 8）。実際の自動車排出ガス触媒
においては、触媒材料を定期的に
過熱し、触媒毒化学種を活性点表
面から熱脱離させて再賦活を行っ
ている。しかしその結果、活性点
の熱凝集が促進されるという悪循
環に悩まされている。
　第 3 番目の課題は、最もハード
ルが高い。自動車排出ガス触媒の
主要原料である白金族貴金属は、
市場流通量が少なく、価格変動が
激しい。白金族貴金属は、上位産
出 3 国からの産出量が全産出量の
9 割を超える所謂「レアメタル」で
ある 9、10）。レアメタルは、鉱物資
源の極端な偏在性のために、資源
産出国の政治情勢によって原料供
給が制限される可能性があり、原
料の安定確保上のリスクを抱えて
いる。とりわけ、NOx 還元反応に
対する実質上唯一の触媒活性物質
である Rh は、用途のほとんどを
自動車排出ガス触媒が占め（図表
5）、しかも Pt および Pd の副産物
としてごくわずか産出するに過ぎ
ないため（図表 6）、この種のリス
クが高い。レアメタル使用量削減・
リサイクルに向けた技術開発が世
界規模で推進される中で、究極的
には貴金属を使用しない自動車排
ガス触媒の実現が、最も強く解決
が望まれる最大の技術的課題であ
る。
図表 4　自動車排出ガス清浄化触媒の活性点の熱凝集 ）および触媒被毒 ）
科学技術動向研究センターにて作成
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図表 5　貴金属の用途（Johnson-Matthey Platinum 2009 による）
科学技術動向研究センターにて作成
図表 6　貴金属鉱床の成分濃度（Johnson-Matthey Platinum 2009 による）
科学技術動向研究センターにて作成
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3   触媒材料の研究開発
　貴金属使用量の低減、究極的に
は貴金属不使用による材料コスト
の抑制・安定化と、触媒特性の向
上、すなわち SOx などの触媒毒に
対する耐性の実現および過熱に伴
う熱劣化の抑制の両立は、自動車
排出ガス触媒が登場した当初から
検討されて来た技術課題である。
しかし、現在に至るまで完全な解
決を見ていない。課題解決を妨げ
る最大の要因として、自動車排出
ガス触媒における材料同定および
触媒反応機構解析の難しさを挙げ
ることができる。
3─1
これまでの研究開発の経緯
　図表 7 に、自動車排出ガス触媒
に関係する研究領域の主要実験手
法を、それぞれの研究領域の時間
発展を表す模式図と共に示す。実
用的な触媒材料の合成は、1970 年
代から現在に至るまで、溶液中に
おけるプリカーサー還元や蒸気輸
送法など、無機および有機合成化
学的手法によって行われている。
一方、触媒材料の同定および触媒
反応の解析は、1970 年代から 1980
年代までは、主として X 線吸収微
細構造（XANES）および赤外分光
（IR）などの分光化学的手法によっ
て行われた。これらの合成および
分析化学的手法はすべて、チーグ
ラー・ナッタ触媒（ポリエチレン合
成に用いられる塩化チタン系触媒）
やゼオライト触媒（オレフィンク
ラッキングに用いられるアルミノ
シリケート系触媒）など、触媒活性
点が原子またはイオンの形態をと
る触媒材料（図表 8a）の開発におい
て確立された手法を踏襲している。
　しかしながら、ゼオライト触媒
などの場合とは異なり、自動車排
出ガス触媒の触媒活性点は原子や
イオンではなく、ナノ粒子状固体
の表面である（図表 8b）。ナノ粒子
状固体は、X 線回折 （XRD）を初
めとする回折法による同定を行う
ためにはサイズが小さすぎ、分光
化学的手法による同定を行うため
にはサイズが大きすぎる。さらに
固体表面は、原子やイオンの場合
とは異なり、反応化学種の吸着に
伴う原子配列の動的変化など、複
雑で予測しにくい振る舞いを示す。
旧来の分析化学的手法では、ナノ
粒子固体活性点の同定も、固体活
性点表面における触媒反応の解析
も不可能であった。
　しかし、1980 年代から急速に発
展し、1990 年台初頭に技術的完成
の段階に入った表面科学は、固体
表面における触媒反応の動的過程
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図表 7　自動車排出ガス触媒に関連する研究領域の主要実験手法と時間発展
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を次々に明らかにした。とりわけ、
清浄固体表面に反応化学種分子線
を照射しながら、吸着・解離過程
を時間・空間分解しつつ分析する
光電子顕微鏡（PEEM）による触媒
反応過程のリアルタイム観察の成
功は画期的であった 11）。ただし、
PEEM を含む表面科学的分析手法
はすべて、超高真空中で調整され
た清浄固体表面を対象として開発
されたものである（図表 8c）。現実
の自動車排出ガス触媒はすべて、
一気圧の大気に曝された状態で働
く。現実の自動車排出ガス触媒活
性点の表面が、超高真空中で調整
された清浄固体表面と同等である
と仮定することはできない。した
がって、1990 年代には、現実の触
媒反応の理解に対する表面科学の
寄与は限定されたものだった。
　このような状況にブレイクス
ルーがもたらされたのは、ナノテ
クノロジーの方法論が世界的に普
及する 1990 年中盤以降であった。
この頃、走査型透過電子顕微鏡
（STEM）、およびシンクロトロン
高輝度光源を利用した光電子分光
（XPS/UPS）に代表されるナノ計測
ツールが登場し、実用触媒の開発
研究と表面科学の両領域に対して
大きなインパクトを与えた。特に
STEM は、ナノ粒子状の触媒活性
点一つ一つの結晶構造と化学組成
の決定を可能にする革命的な分析
技術であった。現在では、ナノ粒
子を構成する原子一つ一つの原子
番号の STEM による識別まで可能
になっている 12）。それまで清浄固
体表面の分析に限定されていた光
電子分光法は、シンクロトロン
XPSの登場により、担持材料によっ
て希釈された実際の触媒活性点の
化学状態の評価にまで利用できる
ようになった。触媒活性点の原子
レベル同定が可能になった結果、
表面科学と実用触媒の開発研究と
の間の溝が急速に埋められて行っ
た。
　以上の経緯は、三元触媒の登場
以来 40 年間に出版された関連論文
の発表傾向によく表れている。図
表 9 に、自動車排出ガス触媒に関
連した論文における材料同定法お
よび触媒反応機構解析法の採用頻
度を統計的に示す。ナノ粒子状の科学技術動向研究センターにて作成
図表 8　触媒活性点の模式図　 ）ゼオライト触媒　 ）自動車排出ガス触媒
）清浄固体表面
a b
c
図表 9　自動車排出ガス触媒とゼオライト触媒における試料同定・触媒反応解析法の論文傾向
科学技術動向研究センターにて作成
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触媒活性点を持つ自動車排出ガス
触媒に対する参照材料として、
イオン状の触媒活性点を持つゼオ
ライト触媒を採り、両者の比較を行 
っ た。 論 文 検 索 デ ー タ ベ ー ス
「SCOPUS」を利用し、自動車排出
ガス触媒関連論文の場合には「Pt＋
Rh＋Pd」×「catalyst」×「試料同定
および触媒反応解析法（UV、IR な
ど）」をキーワードとして、またゼ
オライト触媒関連論文の場合には
「zeolite」×「catalyst」×「試料同定
および触媒反応解析法」をキーワー
ドとして、論文題目と抄録内容に
関する検索を行った。検索条件に
合致した論文の数を縦軸に、対応
する材料同定法および触媒反応解
析法を横軸にプロットした。
　自動車排出ガス触媒関連論文の
場合、1969 ～ 1989 年の 20 年間は、
IR に代表される分光化学的手法を
用いた材料同定法および触媒反応
解析法が主体であった（図表 9 の左
図 □ ）。1990 年 以 降 は、STEM/
TEM および XPS/UPS 両手法の採
用頻度が突出して増加した（図表 9
の左図■）。比較としたゼオライト
触媒においては、1969 ～ 1989 年
と 1990 年以降の間に大きな差異は
見られない（右図□および■）。ナ
ノ計測ツールが、原子やイオンを
触媒活性点とするゼオライト触媒
などとは異なり、ナノ粒子固体表
面を触媒活性点とする自動車排出
ガス触媒の研究開発において、大
きなインパクトをもって迎えられ
たことが明瞭に分かる。
　自動車排出ガス触媒における技
術課題の解決に際し、ナノ計測ツー
ルが決定的な貢献を果たした例と
して、2002 年に発表されたインテ
リジェント触媒の研究開発を挙げ
ることができる13、14）。インテリジェ
ント触媒の材料は、常温・常圧下
において安定なペロフスカイト型
複合酸化物（AB1―xPGMx）O3（A：
ランタノイド元素またはアルカリ
土類元素 ; B：3d 遷移金属元素 ; 
PGM：貴金属元素）である。この
材料は、500 ℃以上の中高温領域
において、CO や HC を含む還元
ガス雰囲気に曝された場合、結晶
格子内部の PGM イオンを外部へ
放出し、欠損型酸化物相と純 PGM
相とに分離する性質を備えている。
純 PGM 相は 1 nm 程度のナノ粒子
として酸化物相表面に析出し、自
動車排気ガスに対する清浄化活性
を発揮する。2─2 に述べたように、
自動車エンジンにおいては、自動
車の走行状態により、リッチバー
ン条件（CO・HC 過剰、還元雰囲気）
とリーンバーン条件（NOx・O2 過剰、
酸化雰囲気）が繰り返し出現する。
一旦還元雰囲気に曝されて析出し
た純 PGM ナノ粒子相は、排出ガ
ス雰囲気が酸化雰囲気に替わると、
再びもとのペロフスカイト格子内
部にイオンとして分散・吸収され
る。還元・酸化サイクルに伴って
触媒活性点が生成消滅を繰り返す
ことにより、触媒活性点の凝集に
伴う比表面積の減少と活性低下が
抑えられる結果、優れた耐熱特性
が実現されるとともに、貴金属使
用量の大幅な削減が可能となる。
　インテリジェント触媒は、三元
触媒の触媒活性点である Pt、Pd、
Rh ナノ粒子をさまざまな酸化物担
持材料に分散・担持させ、少しで
も高い耐熱特性を実現しようとし
た企業研究者の試行錯誤の末に生
み出された。研究開発の過程で、
試料が SPring― 8 に送られ、高輝
度光源による EXAFS 解析が行わ
れた結果、雰囲気の変化に応じて
触媒活性点が生成消滅を繰り返す
という、インテリジェント触媒独
特の触媒特性発現機構が明らかに
された 15）。この分析によって、三
元触媒における最大の課題の一つ
である熱凝集に対する優れた解決
法が示されただけではなく、雰囲
気下での酸化物内部における金属
イオンの振る舞いについて、従来
の認識を全く改める知見が得られ
た。インテリジェント触媒は、材
料開発とナノ計測技術の協働が基
礎科学と実用研究開発の両者に対
して貢献を果たした、特筆すべき
成功事例と言える。
3─2
今後の研究開発の動向
　インテリジェント触媒の開発に
よって、貴金属系自動車排出ガス
触媒における飛躍的な耐熱特性の
向上がもたらされた後にも、さら
にハードルの高い、貴金属を全く
使用しない「貴金属フリー触媒」、
および、不純物被毒耐性触媒の実
現という課題が残されている。貴
金属フリー触媒に関しては、ニッ
ケル、鉄など貴金属以外のベース
メタルを成分とする合金ナノ粒子
を活性点として利用しようとする
試みが続けられている。最近、炭素・
鉄・セリウムの組み合わせから成
る炭化物合金触媒が白金触媒を超
える排出ガス清浄化特性を発現す
るとの報道が注目を集めた 16）。報
道された触媒は、貴金属フリー触
媒の実現というだけではなく、生
理毒性の無い鉄を材料として使用
している点で注目に値する。この
材料に関する詳細情報は現時点で
は明らかにされていないが、今後、
活性点の化学組成・結晶構造・形
態や大きさの同定に成功すれば、
実用材料の研究開発という意味に
おいても、基礎科学としても、こ
の領域の大きなブレイクスルーに
なりうる。
　ただし、貴金属フリー触媒は、
貴金属系触媒と同等以上の排気ガ
ス清浄化活性を発揮するだけでは
なく、不純物被毒に対する高度な
耐性を備えていなくてはならない。
貴金属系触媒は、SOx などによる
被毒を受けた場合にも、触媒の温
度を上げて触媒毒化学種を熱脱離
させることで再賦活を図ることが
できる。このため、従来の三元触
媒開発においては、不純物被毒耐
自動車排出ガス触媒の現状と将来
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性よりも耐熱特性が上位の課題で
あるとみなされてきた。しかし将
来的に、ベースメタルを活性中心
とする貴金属フリー触媒に移行で
きた場合、加熱による再賦活は、
活性中心の硫化物・リン化物への
変質と触媒材料の不可逆的な失活
をもたらす懸念が大きい。
　金属触媒における被毒耐性の向
上に関しては、現在、いくつかの
試みが進められている。触媒活性
元素を他の金属元素と組み合わせ、
合金とも元素金属とも異なった原
子秩序を備えた「金属間化合物」に
転換することにより、触媒毒性種
の表面吸着を立体化学的に抑えよ
うとする試みが報告されている17）。
また別の研究グループは、従来の
金属ナノ粒子触媒活性点の代わり
に、ゼオライトやリン酸アルミニ
ウムの格子中に導入されたコバル
トイオンや銅イオンを活性点とし
て利用し、優れた NOx 還元特性を
発現させることに成功している 18）。
これらの試みは未だ基礎研究段階
であるが、今後、ナノ計測技術お
よび表面科学とのさらなる協働に
より、実用性に優れた新触媒材料
へ発展するものと期待される。
4   研究体制の今後に向けて
　自動車排出ガス触媒反応の素過
程に関する研究は、世界的に見て、
大学や国立研究所に代表されるア
カデミックコミュニティにおいて
精力的に進められて来た。固体表
面における一酸化炭素・酸素の吸
着解離の動的過程に関する研究
は、2007 年度のノーベル化学賞授
与対象となった 19）。一方、実用自
動車排出ガス触媒の進化は、自動
車メーカー個別の研究開発に多く
を負って来た。三元触媒の開発
（Ford 社：2─3 節参照）を皮切りに、
三元触媒へのアルカリ土類酸化物
添加によって空燃比変動に対する
応答性を高めた吸蔵触媒の実現
（TOYOTA 社 20））、最近では貴
金属酸化物の相分離現象を利用
して耐熱特性を飛躍的に向上さ
せたインテリジェント触媒の開発
（DAIHATSU 社 13 ～ 15）：本文参照）
など、これまでの重要なイノベーシ 
ョンはすべて自動車メーカー、そ
れも我が国の自動車メーカーから
発したと言って良い。
　当該領域における我が国の優位
性を維持発展させるためには、産
業界が主導する従来の実用材料開
発研究も、アカデミックコミュニ
ティにおける基礎研究も、それぞ
れ単独のままでは今後も十分に有
効であるとは言い難い。今後は、
基礎研究によって得られた反応機
構に関する知見および触媒材料設
計指針の提案が速やかに実用材料
開発研究に反映され、その結果生
み出される新触媒材料や新プロセ
スが基礎研究に新たな課題を提示
するという、建設的な循環関係が
構築されなければならない。
　そのためには、インテリジェン
ト触媒開発の成功例が示す通り、
産業界とアカデミックコミュニ
ティが、ナノ計測ツールを最大限
に活用しながら、基礎・実用両面
からのアプローチを並行して、か
つ協働して推進することが極めて
重要である。具体的なツールとし
ては、ナノ粒子活性点の原子レベ
ル同定を行う高性能走査型電子顕
微鏡、触媒活性発現機構を解明す
る SPring― 8 光電子分光・X 線回
折装置などの先進実験設備、およ
び、表面反応ダイナミクスを理論
的に解明するスーパーコンピュー
タの活用が欠かせない。これらの
ツールは一般に高額の導入および
維持費を必要とするだけではなく、
高度な装置を使いこなす技術と、
複雑なデータを解析する知識と経
験とを同時に要求する。特にスー
パーコンピュータの活用に関して
は、演算処理装置の高速化や大容
量化にとどまらず、実際の触媒材
料の構造・組成・触媒特性に関す
る情報を最大限採り容れつつ、し
かも汎用性と解析性に優れた数理
モデルおよびソフトウェアの開発
を推進する必要がある。
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1   はじめに
科学技術動向研究
リチウム資源の供給と 
自動車用需要の動向
河本　洋　　　　　　　  玉城わかな
　　　　  客員研究官　　　　ナノテクノロジー・材料ユニット
　化石燃料エンジンと電動モータ
を併用するハイブリッド自動車
（HV）、搭載された二次電池を外部
電源から充電できる HV であるプ
ラグイン・ハイブリッド自動車
（PHV）、電気自動車（EV）のいずれ
においても、駆動電源として軽量・
小型化された二次電池が必要であ
る。これらの二次電池搭載車の導
入促進を図り、CO2 排出量を大幅
に削減していくことが緊急の課題
となっている 1）。
　これらの二次電池搭載車は当初
想定されていたよりも急激に普及
しつつあり、これに伴って、高出力・
大容量の二次電池としてリチウム
イオン電池の需要が、2030 年頃ま
で大幅に増大していくと予想され
る。二次電池の電極・電解質には
多量の金属リチウムが必須であり、
急激な金属リチウムの需要増に対
処するために、リチウム粗原料の
安定的供給が不可欠である。レア
メタルの一鉱種である金属リチウ
ムは世界的に比較的豊富に賦存す
ると見られているが、二次電池で
の需要が急増した場合、資源国の
資源政策・輸出制限や偏在などに
起因するリチウム粗原料の需給バ
ランスの崩れが懸念される。日本
ではリチウム鉱物はほとんど産出
されない。日本のリチウム粗原料
の輸入量は世界最大であり、しか
も、その多くを南米諸国からの輸
入に依存している。
　本稿では、二次電池搭載車の普
及動向と搭載される二次電池用の
金属リチウムの必要量を見積もる
とともに、リチウム資源の埋蔵量
と供給量の現状および資源国の資
源ナショナリズムとリチウム資源
獲得競争の状況を紹介する。また、
リチウム粗原料の安定供給を狙い
とした中長期の方向性としてリチ
ウム回収プロセス技術の研究開発
について、また長期的視点では金
属リチウムを使用しない二次電池
の研究開発の必要性についても言
及する。
2   今後の需要予測
2─1
二次電池搭載車の普及動向と
二次電池の方向性
　現在、日本・中国・米国・欧州・
韓国などの様々な国の自動車メー
カーが二次電池搭載車の市場導入
を始めており、拡大計画を次々と
発表している 1、2）。今後はこれま
で搭載されていなかった HV でも
リチウムイオン電池の採用が本格
的に進み、HV・PHV・EV の全て
においてリチウムイオン電池が採
用されると予想される。
　日本政府は「低炭素社会づくり行
動計画」（2008 年 7 月閣議決定）に
おいて、2020 年までに国内新車販
売台数に占める HV・PHV・EV な
どの二次電池搭載車の合計台数を
最多量で約 50％とする目標を設定
している。図表 1 に、経済産業省
が「次世代自動車戦略 2010」におい
てとりまとめた、2020 年および
2030 年 に お け る HV・PHV・EV
の普及目標を示す 3）。環境政策の
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後押しもあり、日本においても急
速に二次電池搭載車の普及が進む
と考えられる 4）。
　車載用二次電池のなかでは、重
量または体積当たりの出力密度お
よびエネルギー密度注）の点から、
現在のところリチウムイオン電池
が最も優れた性能を有しており、
2030 年頃まではリチウムイオン電
池が主流であると予想されている。
図表 2 に、研究開発されている二
次電池の作動電圧と放電容量密度
の関係を示す 5）。将来的に、出力
密度とエネルギー密度がさらに大
幅に向上した二次電池の登場も期
待されている。これらの候補とし
ては、電解質も固体である全固体
リチウムイオン電池、リチウムイ
オンキャパシター、リチウムイオ
ン電池とリチウムイオンキャパシ
ターのハイブリッド電池、金属―
空気電池、多価カチオン電池など
がある。高出力で最も大容量化を
達成可能とされている候補は、無
機系材料で電極・電解質を構成す
る全固体リチウムイオン電池、負
極に金属リチウムを使用する金属
─空気電池である。
　急激な需要増が想定されている
リチウムイオン電池においても、
将来的に有望と期待される電池に
おいても、いずれにも大量の金属
リチウムが必須であり、今後の急
激な金属リチウムの需要増は不可
避であると考えられている。また、
自動車用以外の大容量リチウム二
次電池の用途が拡大することも確
実視されている。
2─2
自動車用のリチウム資源需要に
関する予測
　金属リチウムはリサイクルでき
るため、用途が携帯型の電子機器
などに限れば量的にはそれほどの
心配ないと、以前は考えられてい
た。しかし、HV・PHV・EV のよ
うなリチウム電池搭載車における
二次電池用金属リチウムの需要は、
電子機器などの必要量とは桁違い
に大きい。
　イリノイ工科大学による、リチ
ウム電池搭載車における二次電池
用金属リチウムの需要試算によれ
ば、2015 年において、HV・EV 販
売台数が 250 万台、炭酸リチウム
使用量が 4.54kg/1 台として、炭酸
リチウム量が 1.1 万 t 必要とされて
いる。一方、世界最大のリチウム
資 源 供 給 会 社 で あ る SQM
（Sociedad Quimicay Minera de 
Chile）社（チリ）によれば 2020 年で
2 ～ 7 万 t、世界 3 位の Chemetall
（chemetall GmbH）社（ドイツ）によ
文献3）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 1　経済産業省「次世代自動車戦略 2010」における、
2020 年および 2030 年の二次電池搭載車の普及目標（新車販売台数割合）⥄േゞ䈱⒳㘃 ᳃㑆ദജ䉬䊷䉴 ᡽ᐭ⋡ᮡ㪉㪇㪉㪇ᐕ 㪉㪇㪊㪇ᐕ 㪉㪇㪉㪇ᐕ 㪉㪇㪊㪇ᐕੑᰴ㔚ᳰ៞タゞ 㪟㪭 㪈㪇䌾㪈㪌㩼 㪉㪇㩼ᧂḩ 㪉㪇䌾㪊㪇㩼 㪊㪇䌾㪋㪇㩼 㪉㪇䌾㪊㪇㩼 㪉㪇䌾㪌㪇㩼 㪊㪇䌾㪋㪇㩼 㪌㪇䌾㪎㪇㩼㪧㪟㪭㪜㪭 㪌䌾㪈㪇㩼 㪈㪇䌾㪉㪇㩼 㪈㪌䌾㪉㪇㩼 㪉㪇䌾㪊㪇㩼ᓥ᧪ゞ 㪏㪇㩼એ਄ 㪍㪇䌾㪎㪇㩼 㪌㪇䌾㪏㪇㩼 㪊㪇䌾㪌㪇㩼
図表 2　研究開発されている二次電池の作動電圧と放電容量密度の関係
参考文献5）掲載図を科学技術動向研究センターにて再構成
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注：出力密度とは、電池の重量または体積当たりの電流と電圧との積であり、エネルギーを短時間で放出する能力
を表す。エネルギー密度は、重量または体積当たりの放電容量である放電容量密度と作動電圧の積である。二
次電池搭載車の動力性能を向上するためには電池セルの出力密度を大きくする必要があり、一方、走行距離を
延ばすためにはエネルギー密度を高めることが要求される 1）。
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れば 2020 年で 3 ～ 6 万 t などと試
算されている。これらはすべて、
HV・PHV・EV の導入台数が急速
に増大していっても、200 年以上
のリチウム資源埋蔵量があるとの
楽観的試算結果である 6、7）。なお、
炭酸リチウム 5.3kg からは金属リ
チウム 1kg を生産できる。
　本稿で筆者らは、環境政策を推
し進めるという立場から、全世界
の自動車にリチウムイオン二次電
池を搭載していく場合に必要な金
属リチウムの量の試算を試みた。
2010 年度推定値として、全世界の
自動車保有台数は約 9 億台である。
リチウムイオン二次電池搭載車の
金属リチウム使用量を HV および
PHV では 7kg/ 台（搭載二次電池容
量 5kWh の場合）、EV では 28kg/
台（搭載二次電池容量 20kWh の場
合）、リチウムイオン電池の金属リ
チウムの含有量を 1.4kg/kWh とす
る。これらの前提のもとに、全世
界の自動車保有台数に対する HV・
PHV・EV の割合と金属リチウム
使用量の関係を、HV および PHV
台数に対する EV 台数の比をパラ
メータにして試算した結果が、図
表 3 である。仮に全世界の自動車
保有台数の 50% を環境低負荷自動
車（HV ＋ PHV と EV をそれぞれ
50% の割合とする）にすると、約
790 万 t の金属リチウムが必要とい
うことになる。この金属リチウム
量は、次章で示す金属リチウムの
推定埋蔵量に迫る量になる。この
領域における我が国の今後の優位
性維持と強化を考えるならば、リ
チウム粗原料の安定確保は極めて
重要な課題であると言える。
図表 3　全世界の自動車にリチウムイオン二次電池を搭載した場合に必要な金属リチウムの量
科学技術動向研究センターにて作成
ో਎⇇䈱⥄േゞ଻᦭บᢙ䈮ኻ䈜䉎䋨㪟㪭㪂㪧㪟㪭㪂㪜㪭䋩ഀว 䋨㩼䋩㊄ዻ䊥䉼䉡䊛૶↪㊂䋨㪈㪇㪊 ਁ
㫋䋩 㪇 㪉㪌 㪌㪇 㪎㪌 㪈㪇㪇บᢙഀว㪜㪭㪆㩿㪟㪭㪂㪧㪟㪭㪀㩷㪔㩷㪈㪇㪅㪌㪇㪅㪈㪉㪅㪇㪈㪅㪇㪈㪅㪌㪇㪅㪌 䂰㔚ᳰ䈱㊄ዻ䊥䉼䉡䊛฽᦭㊂䋺㪈㪅㪋㫂㪾㪆㫂㪮㪿䂰ో਎⇇䈱⥄േゞ଻᦭บᢙ䋺⚂㪐ంบ䋨㪉㪇㪈㪇ᐕᐲផቯ䋩䂰㊄ዻ䊥䉼䉡䊛૶↪㊂䋺㪟㪭㪂㪧㪟㪭㪔㪎㫂㪾㪆บ䋨㪌㫂㪮㪿䋩㪜㪭䋺㪉㪏㫂㪾㪆บ䋨㪉㪇㫂㪮㪿䋩⹜▚䈱೨ឭ
3   把握しうるリチウム資源の埋蔵量と供給量
　産業上様々な用途に少量ずつ用
いられるが、生産量あるいは供給
量が少なく量的に希少な非鉄金属
であり、経済的あるいは技術的に
必要とされる量が入手しにくい金
属をレアメタルと呼んでいる。金
属リチウムは 31 鉱種のレアメタル
の一鉱種とされているが、地殻の
元素重量％であるクラーク数は
6×10―3％で、レアメタルのなかで
は比較的豊富な資源である。この
ため、供給面・価格面などの視点
でリスクの高い金属として認識さ
れていなかった 8、9）。しかし、リ
チウム資源においては、限られた
地域で需要のほとんどが生産され
るという偏在性によるリスクと、
独占的供給による需給のアンバラ
ンスや価格変動が懸念されている。
3─1
リチウム資源の偏在と生産状況
　リチウム資源としては大別して、
塩湖かん水系資源と鉱石系資源が
ある。上述したようにリチウムは
珍しい元素ではないが、採掘効率
が高く採算がとれるという意味に
おいては、リチウム資源は限られ
た大陸地域に偏在している。塩湖
かん水資源としては、チリ・ボリ
ビア・アルゼンチンの順に埋蔵量
が多く、これら 3 カ国で世界の約
80% を占めると見なされている。
一方、鉱石系資源では米国・コン
ゴ・ロシアの順に埋蔵量が多く、
米国だけで全体の約 50% を占める
とされている 7）。しかし、これら
の埋蔵量はあくまでも推定値であ
り、しかも各種調査機関でリチウ
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ム埋蔵量の推定値は大きく異なっ
ており、今後もデータの更新が続
くと考えられる。
　 図 表 4 に、 米 国 地 質 調 査 所
（USGS：United States Geological 
Survey）が 2010 年 1 月に発行した
「MCS（Mineral Commodity Sum-
maries）2010」などによる世界の金
属リチウム粗原料の埋蔵量と 10、12）、
（独）石油天然ガス・金属鉱物資源
機構（JOGMEC：Japan Oil, Gas and 
Metals National Corporation）の「鉱
物資源マテリアルフロー 2009」に
よる金属リチウム粗原料の生産量
の推移を示す 13）。現在、明確になっ
ている範囲で世界の金属リチウム
の埋蔵量は 990 万 t であり、その
うち、チリの金属リチウム埋蔵量
が 750 万 t で約 76％を占めている。
埋蔵量 2 位も南米のアルゼンチン
である。
　近年、チリの隣国であるボリビ
アで世界最大級とされるリチウム
を多く含む塩湖かん水が発見され
ている。ボリビア西部のウユニ
（Uyuni）塩湖には世界のリチウム
埋蔵量の 50％が存在すると言われ
ており、現在その品位についての
調査が進められている。ボリビア
の埋蔵量は明確ではなく、まだ全
体の埋蔵量には集計されていない
が、今後、リチウム資源の南米偏
在化はより顕著になると考えられ
ている。
3─2
リチウム粗原料の流通状況
　リチウム粗原料の流通形態は多
種にわたっている。リチア雲母な
どベグマタイト銃を含む鉱石の他
に、スポンジウメンベタライト、
炭酸リチウム、水酸化リチウム、
金属リチウムなどがある。流通量
としては、炭酸リチウムの形態が
圧倒的に多い。しかし、これらの
中で貿易統計において輸出入の流
通量が判明しているのは、水酸化
リチウムのみである。その他の形
態については正確に状況が把握で
きておらず、ヒアリングなどによっ
て需要側の推計が行われている。
　図表 4 に示したように、2008 年
の世界の金属リチウム粗原料生産
量は約 2.74 万 t であったが、2009 
年には最大の輸出国であるチリか
ら炭酸リチウムが 2.5 万 t 輸出され
たと推定されている。このうち、
日本・韓国・中国の 3 カ国への炭
酸リチウム輸出量が全体の約 50％
を占め、特に約 25％が日本向けで
あったと言われている。ただし、
近年は韓国向け輸出割合も上昇傾
向にある 12）。
　リチウム資源を供給する会社と
し て は、SQM 社、Sons of Gwalia 
Ltd.（豪州）、Chemetall 社、GEA 
Group AG（ドイツ）、FMC Lithium
社（米国）、Potash Corp of Saskatch-
ewan Inc.（カナダ）、Yara Interna-
tional ASA 社（ノルウェー）などが
ある。しかし、ＳＱＭ社、Chemetall
社、FMC Lithium 社の上位 3 社が
世界のリチウム粗原料シェアの約
70% を握り、これらの企業の価格
支配力が非常に強い。中でも、プ
ライスリーダーとなっているのが
SQM 社である。例えば SQM 社は、
リチウム粗原料の需要が急速に増
加して価格高騰が起った 2009 年末
に、突然の値下げを発表し、結果
的に需要と供給のバランスが大き
く崩れた。この値下げは「新たな需
要喚起」という名目であったが、弱
小鉱山会社の振り落としに狙いが
あったとの憶測もなされている。
2010 年現在、SQM 社による価格
決定での流通が行われていると
図表 4　世界の金属リチウム粗原料の埋蔵量と生産量の推移
参考文献10～ 13）掲載データを基に科学技術動向研究センターにて作成
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言っても過言ではない。
　リチウム粗原料は、銅・ニッケ
ル・鉛地金など 7 種類を上場する
世界的な非鉄金属取引所 London 
Metal Exchange（LME）には上場
されておらず、公表され世界指標
となる価格は存在していない。そ
れぞれのリチウム粗原料価格は
SQM 社の言い値もしくは鉱山会社
と商社間で取り決められた価格で
あり、日本国内では商社が公表し
た上・下半期または四半期の購入
価格や中国国内市場における炭酸
リチウム価格が指標となっている。
この価格は 2009 年 6 月以降一度も
下がることなく 2010 年 8 月まで高
値で推移しており、価格高騰傾向
が続いている。
　国際的に比較できる価格指標と
しては、後追いデータであるが、
国連貿易データベース（UN com-
trade DB : United Nations Com-
modity Trade Statistics Database）
を利用した輸出入価格の推移があ
る 14）。 図 表 5 お よ び 図 表 6 に、
UN comtrade DB より算出した水
酸化リチウムの貿易価格の推移と
流通量を示す。前述したように、
リチウム粗原料の流通で正確に把
握できるのは、今のところ、水酸
化リチウムのみである。図表 5 か
らみても、2005 年以降、リチウム
資源価格が全体的に上昇している
と推測される。また、図表 6 によ
れば、日本は水酸化リチウムに関
してはほとんどを米国から輸入し
ており、チリや中国からの輸入量
は多くない。このようにどの国も
貿易相手や量にはかなりの差と偏
りがある。
　リチウム資源の埋蔵量は十分に
あったとしても、資源の偏在、供
給会社の寡占化、指標価格が無い
ことなどに起因する供給不安は今
後も続くとみられる。すでに金属
リチウムを多く使用する二次電池
搭載車の生産が活発化しつつあり、
急速な需要増による供給不足傾向
が懸念されており、その不安が価
格見通しを一層不透明にしている
とも言える。世界中で二次電池搭
載車が増加すれば、リチウム粗原
料の生産量の漸増ではもう賄いき
れなくなり、資源争奪戦が激化す
る可能性がある。
3─3
日本のリチウム粗原料の輸入量
　日本の輸入量は 2008 年および
2009 年とも世界一であるが、その
輸入価格は世界の平均輸入価格よ
り常に高いと言われている。
　図表 7 に日本のリチウム粗原料
輸入量の推移を示す 13、15）。日本は、
主たる粗原料である炭酸リチウム
を主にチリからの輸入に頼ってお
り、一部を水酸化リチウムまたは
金属リチウムの形で米国などから
輸入している。
　日本のリチウム粗原料輸入価格
は一時よりは下落傾向にある。し
かし、これは供給サイドがリチウ
ム粗原料価格を下げることで、多
額の投資が必要な日本企業による
新規リチウム鉱物開発プロジェク
トをけん制する動きによる、との
見方がある。需要が急伸し続ける
想定のもとでは、リチウム粗原料
を安定調達するには、極端な南米
依存を低める対策を進めておくこ
図表 5　UN comtrade DB より算出した水酸化リチウム
の貿易価格の推移
参考文献14）掲載データを基に科学技術動向研究センター
にて作成
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図表 6　貿易統計から見える水酸化リチウムの主な国際的流通量（2009 年）
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4   各国のリチウム資源政策の動きと資源獲得競争の状況
　リチウム資源量は比較的豊富に
賦存するが、偏在故の供給不安、
資源産出国の採掘・輸出制限や資
源ナショナリズムなどによる価格
の高騰と、今後の金属リチウム需
要の急激な増加にはリチウム粗原
料の供給不足が懸念される 16）。現
在の最大輸入国である我が国は、
リチウム資源産出国の資源政策、
寡占的な生産企業、最新のリチウ
ム粗原料の価格推移などの動向を
特に注視していかなければならな
い。
4─1
チリの資源政策動向
　現時点でリチウム資源の埋蔵量
および生産量が第 1 位のチリでは、
政府部局・鉱業冶金研究所などの
政府系機関で構成されるリチウム
委員会を組織して、技術面・法制
度面・民間企業の参入の仕方など
を含むリチウム資源政策について
検討が始まった。
　2010 年 8 月、チリ鉱業省、チリ
鉱 業 協 会（SONAMI）、SQM 社 お
よ び SCL 社（Chemetall 社 の 子 会
社）により、リチウム資源採掘の自
由化に係るセミナーが開催された。
ここでは、鉱業大臣および上院議
員などの政府関係者と、SQM 社や
SCL 社のほか FORD 社などの関連
産業も含めた民間企業との間で意
見交換が行われたが、チリ政府側
が提案したリチウム資源採掘規制
に対して、民間企業側は激しく反
対している。鉱業大臣は、「政府の
役割はインセンティブを与える社
会政策を促進させることである」と
発言し、上院議員らは「リチウム資
源採掘の自由化促進、リチウム関
連製品の研究開発促進のために新
たな機関を設置する必要がある」と
の見解を述べた。リチウム資源採
掘の自由化については、社会全体
の利益を考えるとあくまでも憲法
の枠内で考えるべきとの慎重論が
展開された。さらに上院議員から
は、「政府が企業とのコネクション
を構築することが将来的に国の利
益に繋がる」との発言があった。一
方、SQM 社は「リチウムを戦略的
鉱物とする理由はなく、チリ以外
に採掘規制を検討している国も存
在しない。採掘規制を行うと、自
動車業界はチリのリチウム市場に
ついて信頼性を確信できなくなる」
と主張した。Chemetall 社の関係
者もメディアに対し、上記の SQM
社と同様な発言をしており、「チリ
政府がリチウム資源採掘規制を継
続実施するならば、同社はチリ以
外でも事業を拡張する意向がある」
とコメントしている 17）。
4─2
中国のリチウム資源確保の動き
　現時点でリチウム資源埋蔵量が
世界第 4 位の中国では、2009 年で
は、金属リチウム生産量が 1,000t、
炭 酸 リ チ ウ ム な ど の 生 産 量 が
3 万 t、リチウムイオン電池用正極
とが必要であり、同時に資源需要
を先取りした資源開発も考えてい
く必要がある。
図表 7　日本のリチウム粗原料輸入量の推移
参考文献13、15）掲載データを基に科学技術動向研究センターにて作成
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材料の生産量が 2 万 t と推定され
ている 18）。
　2010 年 7 月に政府系団体である
中国有色金属工業協会がリチウム
産業分会の設立を政府に申請した。
中国の金属リチウムおよびリチウ
ム加工製品企業は 50 社程度存在す
ると見られるが、これらのうち 40
社の金属リチウム関係企業がリチ
ウム産業分会の設立に賛成してい
る。
　中国では、世界の価格高騰に影
響されずに粗原料を安定的に確保
するために、国内への投資が盛ん
に行われている。近年、チベット
のザブイェ（扎布耶）塩湖と青海省
のツァイダム（柴達木）盆地に炭酸
リチウムなどの生産基地が建設さ
れている。現在、炭酸リチウムの
主要生産企業は西藏鉱業、中信国
安、西部鉱業集団、青海塩湖集団
の 4 企業である。2007 年初めに、
青海中信国安科技発展公司は炭酸
リチウムプロジェクトとしてツァ
イダム盆地西台吉乃爾湖に投資を
している 19）。ツァイダム盆地では
カリウム、ナトリウム、マグネシ
ウム、リチウム、ホウ素などの鉱
物資源が豊富であるが、その中で
も 塩 化 リ チ ウ ム 埋 蔵 量 は 約
1400 万 t で中国全土での埋蔵量の
83％を占めると言われている。
4─3
韓国のリチウム資源確保の動き
　韓国政府は、2009 年末に発表し
た「希少金属素材産業発展総合対
策」で、韓国国内で需要が高まって
いるリチウムを含むレアメタル 10
種の自給率を、リサイクルや権益
確保によって、2009 年現在の 12％
から、2018 年までに 80％に引き上
げる方針を打ち出している。2018
年までに約 222 億円を投じて、リ
チウムなどのレアメタル 10 種につ
いての抽出技術やリサイクル関連
の新技術を開発することが予定さ
れている。
　世界最大の埋蔵量を有すると見
られているボリビアの塩湖かん水
の開発を巡っては、日本・フラン
ス・中国・韓国などが権益確保へ
向けて激しい競争を繰り広げてい
るが、韓国政府はそのなかでも非
常に熱心である。2010 年 8 月、韓
国大統領は訪韓中のボリビア大統
領と会談し、リチウム資源に関わ
る研究開発・産業化などに関する
覚書を両国の鉱物資源開発を担う
公社間で締結するに至った。この
覚書には、ボリビアのウユニ湖に
埋蔵されたリチウムの開発・協力
のため共同研究委員会を構成する
ことや、韓国コンソーシアムがボ
リビアのリチウムイオン電池の産
業化プロジェクトを提案し、試験
工場に関わる研究に参加すること
な ど の 内 容 が 盛 り 込 ま れ て い
る 20、 21）。
4─4
日本のリチウム資源確保の動き
　日本でも、経済産業省の「エネル
ギー基本計画」によれば、リチウム
を含めたレアメタルの自給率を、
リサイクルや権益確保によって
2030 年までに 50% 以上に引き上げ
る目標を掲げ、官民一体での資源
獲得を進める方針を打ち出してい
る 22）。リチウム資源の低価格安定
供給への方策としては資源国での
鉱物資源採掘権益の確保があるが、
全量を輸入に頼っている日本は、
リスク回避という意味で、南米に
対する依存割合を下げて輸入先を
分散化していくことが不可欠であ
ろう。
　このため、経済産業省、（独）
JOGMEC、（独）産業技術総合研究
所、北九州市立大学、三菱商事㈱、
などの産学官連合は、他国の先陣
を切って、ボリビアでのリチウム
資源抽出実験に参加する権利を獲
得した。2011 年初めから 1 年半程
度の期間で、ウユニ塩湖周辺の施
設を拠点にしてこの抽出実験を進
める計画である。リチウム資源の
抽出地点探査と高純度化に関する
技術を開発する過程で、現地での
技術者養成や電源設備の敷設など
の資源開発に関わる環境整備も支
援する 23）。（独）JOGMEC は、技術
支援事業の一環として 2008 年から
2009 年にかけて、三菱商事（株）に
よるウユニ湖における「かん水から
のリチウムの回収システム」、住友
商事（株）による「かん水からのリチ
ウムとホウ素の選択的分離法の開
発」を支援した。これらの事業によ
り、イオン交換樹脂を用いたかん
水からのリチウム資源回収（濃縮）
は成功したものの、鉱床の獲得な
どの点では韓国や中国にやや遅れ
をとっている。
　最近、日本とモンゴルの両政府
はレアアースなど鉱物資源の共同
開発の一環としてリチウム資源の
共同開発に着手するとの報道がな
された 24）。同国には金属リチウム
を豊富に含むと見られる塩湖が存
在する。（独）JOGMEC と（独）産業
技術総合研究所は、モンゴル政府
関係機関との共同事業として、
2011 年度からモンゴル西部の塩湖
かん水のリチウム含有量や炭酸リ
チウムへの精製の可能性を調べ、3
～ 4 年後に民間事業への移行を目
指すとされている。この資源調査
によって、炭酸リチウム粗原料生
産とその経済性が成立することが
確認されれば、この共同開発は日
本のリチウム資源調達先の多様化
に寄与すると考えられる。
　 鉱 石 資 源 に お い て は、（ 独 ）
JOGMEC は 2009 年 11 月に、米国
ネバダ州のリチウム鉱床の権益を
40% 取 得 し、 探 鉱 会 社 で あ る
American Lithium Minerals Inc. と
の共同調査に出資して、同鉱床か
ら世界のリチウム粗原料生産量の
約 10% に当たる年間 1 万 t の生産
科 学 技 術 動 向　2010年 12月号
24
5   中長期の研究開発の方向性
5─1
リチウム資源回収プロセス技術
5-1-1　炭酸リチウム粗原料製造プ
ロセスにおける課題解決
　金属リチウム自体は化学的活性
が高いため、多くの場合は、安定
な炭酸リチウム（Li2CO3）化合物の
状態でリチウム粗原料が製造され、
その保管・輸送が行われている。
この炭酸リチウムから二次電池用
のリチウム化合物などが生産され
る。最大の輸入国である日本は、
資源国の企業と協同で、より低コ
ストの炭酸リチウム製造事業構築
を目指し、技術の提供を強みにし
て、今後の安定した輸入量を確保
していく必要があるだろう。
　現在のリチウム粗原料生産は、
塩湖かん水系資源からが主流であ
る。陸に閉ざされた湖などで塩類
の濃度が通常の淡水湖よりも高く
なった湖を塩湖といい、その高濃
度の塩水をかん水という。高濃度
と言っても、チリ・アルゼンチン・
ボリビアの塩湖のかん水における
リチウム濃度は 0.04 ～ 0.16% であ
る。しかし、それでも、かん水系
資源の製造プロセス法による炭酸
リチウムのコストは、鉱石系資源
の製造プロセス法である採掘・選
鉱・精製・炭酸化工程に比べて
30% ～ 50% 低い 11）。
　図表 8 にかん水からの炭酸リチ
ウム粗原料を製造するプロセスの
代表例を示す 11、30）。これは蒸発濃
縮・精製法と言われるもので、濃
縮工程でかん水を蒸発池で天日に
より蒸発濃縮し、ナトリウム・カ
リ ウ ム・ マ グ ネ シ ウ ム 塩 化 物
（NaCl、KCl、MgCl2）などを晶出さ
せて除去し、濃縮塩化リチウム
（LiCl）を得る。その後の精製工程
で、この LiCl に炭酸カルシウム
（CaO）などを加えて不純物である
マグネシウム水酸化物を除去・精
製し、炭酸ソーダ（Na2CO3）を用い
て炭酸リチウムを得る。かん水系
資源の製造プロセスでは、天日蒸
発での濃縮工程のため、かん水く
み上げから炭酸リチウム製品まで
約 1 年の期間を要するという課題
がある。二次電池用材料としての
需要状況に柔軟に対応して原料を
供給するためには、この粗原料製
図表 8　かん水からの炭酸リチウム粗原料製造プロセスの代表例
参考文献11、30）掲載図を基に科学技術動向研究センターにて作成
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を目指すと発表している 25）。
　日本のリチウム資源採掘権益獲
得に関しては、商社が活躍してい
る。三菱商事㈱は豪州の Galaxy 
Resource Limited 社と長期販売契
約を締結し、5 年後に年 0.5 万トン
の炭酸リチウム粗原料の販売を目
指すとのことである 26）。豊田通商
（ 株 ）は、2010 年 1 月 に、 豪 州 の
Orocobre Limited 社がアルゼンチ
ンで進める採掘プロジェクトに参
加し、共同で事業化調査を行うこ
とで合意したと発表した 27）。採掘
を検討するのはアルゼンチン北西
部でチリとの国境に近いオラロス
塩湖（Salar de Olaroz）の資源であ
り、2014 年頃にも年産 1.5 万 t の
リチウム資源の採掘を始める予定
とのことである。伊藤忠商事（株）は、
2010 年 7 月、米国のリチウム粗原
料を生産する資源開発会社である
Simbol Mining Corp. に出資し、日
本・中国・アジア向けに販売する
権利を取得して、2015 年頃に日本
のリチウム粗原料総需要の約 30%
にあたる約 1.6 万 t の金属リチウム
粗原料の生産を本格化する予定と
発表した 28）。その他に、三井物産
（株）も 2012 年のリチウム粗原料生
産開始を目指すカナダの Canada 
Lithium Corp. とのあいだで、日本・
韓国・中国での独占販売権を結ん
でいる 29）。
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造プロセス期間の大幅な短縮が求
められ、そのための技術開発が必
要である。
5-1-2　海水からの回収プロセス
の可能性
　海水中にも微量のリチウムが存
在し、その濃度は 0.1 ～ 0.2mg/l で
ある。地球上の海水全体には 2300
億ｔもの膨大な金属リチウムが含
まれている。海水に含まれるレア
メタル回収の経済性を考えるため
に、図表 9 に海水に含まれる主な
レアメタルの濃度とそれらの粗原
料輸入価格の関係を示す 10、13、 31）。
一般に、レアメタルの市場価格が
比較的安くても、海水中のレアメ
タル濃度が高い方が海水から回収
するプロセスの経済性が成立する
と見られており、金属リチウムは
その限界領域付近にあるとされて
いる 31、32）。長期的視点になるが、
エネルギーをそれ程投入しないで
も海水中のリチウム化合物を高濃
度できる分離できるプロセスが開
発されるならば、海水からリチウ
ム資源を工業レベルで獲得するこ
とも考えられる。
　研究開発が進められている海水
中の金属リチウム吸着プロセスの
概略を図表 10 に示す 32）。金属リ
チウムを含む希薄水溶液である海
水から金属リチウムを選択的に吸
着して回収する方法としては、高
い金属リチウム選択性を示すマン
ガン酸化物系吸着剤が用いられて
いる。マンガン酸化物系吸着剤は
リチウムイオン電池の正極材料で
も用いられている材料であり、そ
の吸着量は低品位鉱石の金属リチ
ウム含量に匹敵する。佐賀大学海
洋エネルギー研究センターでは、
小規模ではあるが実用化を目指し
た施設例としては世界初の実験プ
ラントの稼働を始めており、約 1
図表 10　海水からの金属リチウム回収実証試験プロセスの概略
参考文献32）を基に科学技術動向研究センターにて作成
Ⴎൻ䊥䉼䉡䊛࿁෼ታ⸽⹜㛎䊒䊤䊮䊃䈱ᄖⷰ䋨ർ਻ᎺᏒ┙ᄢቇ䋩
㪣㫀Ớᐲ ᶏ᳓㪇㪅㪈䌾㪇㪅㪉㫄㪾㪆㫃 䊒䊧䊐䉞䊦䉺䊷ᏗႮ㉄ ㉄ൻ䊙䊮䉧䊮♽䊥䉼䉡䊛ๆ⌕ⵝ⟎⫳⊒᥏ᨆⵝ⟎Ⴎൻ䊥䉼䉡䊛
䊶㪣㫀㪂䉟䉥䊮䈱ㆬᛯ⊛ๆ⌕䋨 㪢㪂䉟䉥䊮㪃㩷㪥㪸㪂䉟䉥䊮㪃㩷㪚 㪉㪂䉟䉥䊮䈱ឃ㒰䋩㪸䊶㉄䈻䈱㪣㫀㪂䉟䉥䊮䈱ṁ⸃
図表 9　海水に含まれる主なレアメタルの濃度とそれらの粗原料輸入価格の関係
科学技術動向研究センターにて作成
（注）レアメタルの価格は、（独）JOGMEC発行の「鉱物資源マテリアルフロー
2009」13）に記載された 2008 年度の財務省貿易統計や USGS―MCS10）な
どによる原料輸入価格である。レアメタルの海水中濃度は参考文献 31）
掲載データに基づく。リチウム価格は金属リチウム粗原料の輸入価格
を示す。白金、パラジウム、ガリウム、インジウム以外の各種レアメ
タル粗原料の輸入価格はそれぞれ酸化ニッケル、酸化クロム、三酸化
モリブデン、五酸化バナジウム、セシウム化合物の価格である。
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カ月間で海水 14 万 l から塩化リチ
ウム約 30g を得ることに成功して
いる 33）。しかし、吸着された金属
リチウムを酸性溶液で脱着する際
の調製・操作の条件設定が煩雑で
あることから、現在の回収方法で
は大量処理が困難である。今後は
生産コストを下げ、期間短縮化を
達成していくことが求められる。
また、溶媒抽出により金属リチウ
ムの分離・濃縮・精製を行うプロ
セスも知られているが、高価な溶
剤を用いて抽出操作を多数回繰り
返す必要があり、エネルギー消費
も大きいため、このリチウム回収
プロセスは実用化に至る可能性は
低いと考えられている。
　その他に、無機材料多孔質膜を
分離膜として用いた高濃度化プロ
セスも考えられている。分離・精
製対象となる物質をその大きさを
利用して吸着させて、かつ選択的
に透過させる膜を分離膜と言う。
図表 11 にナノ多孔質構造のリチウ
ムイオン分離膜とセルの概念図を
示す。多孔質分離膜に関しては、
ナノスケールに至るさまざまな大
きさの物質を対象とした研究開発
が行われている。耐熱性・耐化学
薬品性などセラミックスの優れた
性質を生かし、サブナノメートル
スケールの極微細孔が連続的・規
則的に配置されたナノ多孔質セラ
ミックス分離膜の研究開発が進め
られている 34）。リチウム化合物を
吸着可能となる材料で分離膜をセ
ル状に構成でき、これにより海水
中に多量に含まれるカリウム・カ
ルシウム・ナトリウムイオンなど
のリチウムイオンより大きいイオ
ンを分離できるならば、吸着・分
離にエネルギーをほとんど使用し
ないシステムが可能になる。その
ためには、マンガン酸化物系吸着
剤のようにリチウムイオンの大き
さを認識して吸着する効果と、こ
れを透過させて分離する両機能を
有するナノ多孔質分離膜が必要で
ある。
5─2
金属リチウムを使わない
二次電池の研究開発
　「経産省・次世代自動車戦略研究
会」では、長期的な研究課題として、
レアメタルフリーな二次電池の開
発を提言している 3）。「NEDO 次世
代自動車用二次電池技術開発ロー
ドマップ 2008」に掲げられている
革新的蓄電池のうち、金属リチウ
ムを使用しない二次電池の候補と
して、金属─空気電池と多価カチ
オン電池が挙げられている 5）。長
期的には、これらの研究開発を進
めていくことも望まれる。
　図表 12 にリチウムフリー二次電
池としての亜鉛―空気電池とマグ
ネシウム負極型の多価カチオン電
池の発電メカニズムを示す 5）。金
属―空気電池は、正極部分に当た
る材料の容積が小さくなる特徴を
持ち、軽量化・コンパクト化を図
ることができるとされている。負
極に亜鉛・アルミニウムなどの金
属、正極には空気中の酸素を利用
するための空気極を構成するため
の触媒を使用する構造が考えられ
ている。しかし、現段階の研究開
発では、空気極触媒の性能向上、
充放電サイクル特性の改善、低温
特性の飛躍的改良、電解質中や電
極表面に生成する樹皮状物質であ
るデンドライトの析出抑制、充電
時のメカニズム解明などの様々な
基本的課題が解決されていない35）。
また、もしも触媒としてレアメタ
ルを含むものを使用するシステム
である場合は、使用量を少なくす
るという課題を克服しなければな
らない。一方、多価カチオン電池
の発電原理は、電荷を複数個持つ
カチオンイオンを移動させること
により、同じ大きさの電池中で複
数倍のエネルギー移動を起こすこ
とができ、高エネルギー密度が期
待できるとされている。正極に酸
化物や硫化物など、負極にマグネ
シウム、カルシウム、アルミニウ
ムなどを用いることが考えられて
いる。しかし、この電池も、最適
な電池構成の構築、充放電サイク
ル特性の改善など、基本的な課題
図表 11　ナノ多孔質構造のリチウムイオン分離膜とセルの概念図
科学技術動向研究センターにて作成
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がまだ解決されていない 5）。
6   まとめ
　これまでの日本は、リチウム二
次電池技術の優位性を確保してき
た。しかし近年、韓国および中国
企業のリチウム二次電池の販売世
界シェアに占める割合が急激に増
大してきている。二次電池搭載車
の急速な普及に伴う自動車需要だ
けを考えてもリチウム粗原料の需
要が急伸することはほぼ確実であ
り、今後も日本企業が世界をリー
ドしていくにはリチウム粗原料の
安定確保が不可欠である。資源保
有国の資源政策を十分理解したう
えで、政府および民間の両者でリ
チウム資源獲得活動を計画的に強
化していく必要がある。資源産出
国の資源政策、寡占的な生産企業、
リチウム粗原料の価格推移などの
動向を注視し、リスク回避の上か
ら特定の資源国に過度に依存する
割合を下げて、輸入先を分散化す
ることが望まれる。
　研究開発としては、中期的には
かん水系資源からのリチウム製造
プロセスの期間短縮化技術が、長
期的には海水から金属リチウムを
回収する技術や分離膜技術が重要
になる。もし、海水からの金属リ
チウムを回収する技術が実用化で
きれば、資源産出国の資源ナショ
ナリズムに影響されないリチウム
粗原料の確保が可能となる。また、
金属リチウムを使用しない二次電
池の研究開発にも注目していくべ
きであろう。
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科学技術動向研究センターのご紹介
　2001 年 1 月より内閣府総合科学技術会議が設置され、従来以上に戦略性を重視する政
策立案が検討されています。科学技術政策研究所では、戦略策定に不可欠な重要科学技術
分野の動向に関する調査・分析機能を充実・強化するため 2001 年 1 月より新たに「科学
技術動向研究センター」を設立いたしました。当センターでは、「科学技術基本計画」の
策定に資する最新の科学技術動向に係る情報の収集や今後の方向性についての調査・研究
に、下図に示すような体制で取り組んでいます。
　センターがとりまとめた成果は、適宜、総合科学技術会議、文部科学省へ政策立案に資
する資料として提供しております。
　センターの具体的な活動は以下の 3 つです。
適宜 （2010 年 4月1日現在）
ライフサイエンスユニット
情報通信ユニット
環境・エネルギーユニット
ナノテクノロジー・材料ユニット
推進分野ユニット ものづくり技術、社会基盤、フロンティアの3分野
総括ユニット
 　　　「科学技術専門家ネットワーク」に
よる科学技術動向分析
　我が国の産学官の研究者を「専門
調査員」に委嘱し、インターネット
を利用して科学技術動向に関する幅
広い情報を収集・分析する「科学技
術専門家ネットワーク」を運営して
います。このネットワークを通じ、
専門調査員より国内外の学術会合、
学術雑誌などで発表される研究成果、
注目すべき動向や今後の科学技術の
方向性等に関する意見等を広く収集い
たします。
　これらの情報に、センターが独自
に行う調査・研究の結果を加え、毎
月 1 回、「科学技術動向」としてま 
とめ、総合科学技術会議、文部科学
省を始めとした科学技術関係機関等
に配布しています。なお、この資料は
http://www.nistep.go.jp に お い て
も公開しています。
　　  重要科学技術分野・領域の
　　  動向の調査研究
　今後、国として取り組むべき重点
事項、具体的な研究開発課題等を明
確にすることを目的とし、重要な科
学技術分野・領域に関するキーテク
ノロジー等を調査・分析します。
　さらに、重要な科学技術分野・領
域ごとの科学技術水準を欧米先進国
と比較し、我が国の科学技術がどの
ような位置にあるのかについての調
査・分析も行います。
　　  技術予測に関する調査研究
　当研究所では、科学技術の長期的
将来動向を総合的に把握するため、
デルファイ法を中心とする科学技術
予測調査をほぼ 5 年ごとに実施して
います。2005 年には 2 年間にわたっ
た「科学技術の中長期的発展に係る
俯瞰的予測調査」を報告しました。
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